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研究成果の概要（和文）：本研究は、東日本大震災及び福島第一原発事故に起因する避難地域に関する総合的研
究であり、被災者支援と地域復興再生について、新たなモデルを形成することを目的とするものである。本災害
では、これまでの災害と異なり、「広域避難」「長期避難」「コミュニティ崩壊と社会的孤立」といった特徴が
生じており、新たな災害復興モデルを模索する必要が生じていた。そこで、本研究では、住居・就労・学校教
育・健康・家庭生活といった避難者の生活課題を継続的に調査し、最終的に、「複線型復興」という新たなモデ
ルを提言した。

研究成果の概要（英文）：We have committed to a comprehensive study about the evacuation area due to 
the Great East Japan Earthquake and the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant Accident, which aimed 
to form a new model of supporting victims and reconstructing/rebuilding local community. We had to 
seek a new model of disaster reconstruction because of the difference from past disasters, i.e. “
wide-area evacuation”, “long-term evacuation”, and “ruined community and social isolation”. In 
this study, we have researched continuously about the evacuees living problems, such as housing, 
working, education, health, and family life, and then, finally we proposed the model of “multiple 
type reconstruction”.

研究分野：法律学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)2011年３月 11日に発生した東日本大震
災は、地震・津波に加え、原発事故による
被害が広範囲に広がり、その被害の規模・
深刻さが複合的に絡み合う「複合災害」と
いえる。とりわけ福島県は、震災から２年
が経つ現在（研究開始時;2013年度）でも、
県内外で約 16万人が避難生活を余儀なく
されており、これは東日本大震災の被災者
全体のおよそ半数にのぼる。さらに 16万人
のうちおよそ６万人は県外で避難生活を送
り、福島県以外のすべての都道府県におり、
このうち半数の３万人は政府から避難が指
示された区域以外のいわゆる「自主避難」
である。 
(2)今回の原子力災害の被災者の特徴は、「福
島大学災害復興研究所」において、震災半
年後の 2011年９月・10月に避難区域で生
活をしていた双葉郡の住民全世帯を対象
（約 28000世帯・７万人）にした実態調査
によれば、①広域避難、②避難の長期化、
③避難の多様化と孤立と言える（回答 13576
ケース；回収率 48.2％）。この調査は、第
１２回原子力損害賠償紛争審査会で調査結
果が報告されるなど、震災復興にともなう
国の政策等にも影響を与えた。 
(3)一方で結果だけでは明らかにならない点
もあった。一つは、政府によって避難を強
制されている区域以外の住民が避難する、
いわゆる「自主避難者」についてはその調
査対象になっていない点、さらに定点観測
であったために、帰還への意思など時間的
な経過と共に変化する被災者の実態を把握
する上では制約があることである。とりわ
け「自主避難者」については、東京電力の
賠償制度など十分な支援が受けられないこ
と、父親が福島に残り母子だけが避難する
「母子避難」のケースが多く、家族離散の
実態がさらに深刻で、避難生活上の課題も
多い。 
(4)こうした点をふまえ、原発災害によって
避難を余儀なくされている被災者の全体像
を明らかにすることは研究面だけでなく、
現実の被災者の生活再建上も大きな課題と
なっている。放射能汚染というこれまで日
本が経験したことのない災害の中で、いつ
ふるさとに戻れるかさえ見通しの立たない
現状が、被災者の生活再建と地域の再生の
障壁となっている。本研究は、こうした点
をふまえ、原発災害という未曾有の災害に
おける新たな復興・再生のモデルを形成す
るための総合的な研究を進めていくことに
した。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、東日本大震災および福島原発
事故によって、避難を余儀なくされた地域
を対象にし、災害における被災者と地域の
復興・再生のモデルを形成するための総合
的研究である。こうした「広域避難」「避

難の長期化」「コミュニティの崩壊と社会
的孤立」は、これまでの自然災害における
復興モデルとは異なる過程を歩まざるを得
ず、新しい災害復興モデルの構築を必要と
している。本研究では、住民の避難生活に
おける住居・就労・学校教育・健康・家庭
生活など避難者の生活課題を継続的に調査
し、新たな復興・再生モデルの構築のため
の総合的研究を行うこととした。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究は、①「自主避難者」を含む避難
者の原発被害特有の困難性に基づく生活再
建上の課題を調査、②町外コミュニティ（仮
の町）構想に対する住民参加による復興ま
ちづくりのモデル形成、③災害法制や賠償
制度などを検証し、自然災害による対応で
は困難な被害の実態とそれを改善する法制
度づくりへの政策提言、④女性や外国人、
障がい者や高齢者などの災害時要援護者と
いった「災害弱者」の支援スキームを構築
すること、などを各研究チームに基づいて
行った。 
(2)平成 25 年度は、飯舘村および双葉８町
村を中心として県内のフィールド調査を進
め、復興初期段階で生じる問題析出と媒介
機能の対応課題の把握に努めることとした。
その上で、1)被災者調査（プレ調査）、2)
関係機関ヒアリング調査を行うこととした。
長期避難者の生活拠点の形成における、い
わゆる「町外コミュニティ」について、関
係機関からの実態把握に努めると共に、住
民主体の地域づくりについて調査研究する
こととした。 
(3)平成 26 年度は、1)被災者調査および 2)
関係機関ヒアリング調査を継続すると共に、
3)障がい者、高齢者など「災害弱者」の支
援スキームの構築の研究を実施することと
した。上記の調査研究の成果をふまえ、原
発に依存しない循環型地域社会の実現に向
けた復興ビジョンに関する総合研究をおこ
なう。さらに、4)海外における研究成果の
発表、などを行うこととした。また、5)災
害法制度の観点から、災害救助法をはじめ
とする災害法制、さらに原子力損害賠償制
度の課題についても検証することとした。 
(4)平成 27 年度は、原子力損害賠償制度に
おける課題のひとつである、「営業損害」
に伴う事業者の賠償と事業再開について、
大きな課題となっていることから、1)原子
力災害に伴う事業再開に向けた調査研究を
追加して着手することとした。なお、この
調査に際し、福島県内の経済団体の協力を
求め調査することが必要であり、研究計画
を一年延長し調査を実施することとした。 
(5)平成 28 年度は、1)原子力災害に伴う事
業者調査を実施、2)研究成果の公表、など
を実施することとした。 
 



 

 
出所：福島県商工会連合会 「原発事故・営業損
害に関する 福島県内商工業者アンケート 調査
結果報告」（2016 年 11 月 21 日）より。 
 
４．研究成果 
(1)生活再建に関わる被災者調査について
は、住宅・生業・家庭生活など総合的な調
査研究に努めてきた。例えば、丹波は「み
なし仮設住宅」を含む応急仮設住宅におけ
る生活環境調査、さらに応急仮設住宅から
復興公営住宅などの恒久住宅への移行等に
ついて調査した。 
(2)さらに、生業の再建が被災者の生活再建
の上で大きな課題であることから、福島県
の経済団体と協力し県内の事業者に調査し
た。同調査は、福島県商工会連合会に所属
する商工会のうち、原発事故による避難区
域に含まれる商工会を除く、77 商工会、
19,142 事業者を対象に、 2016 年 5月 20 日
から 6月 20 日を調査期間にして調査した。
その結果、「４割弱の事業所において今も
売り上げ・営業利益が減少していること、
５割の事業所において売り上げの減少が認
められるのに賠償請求していない」ことが
明らかになった。（詳細は、
http://www.f.do-fukushima.or.jp/post-6
5.html を参照） 
(3)応急仮設住宅から復興公営住宅の建
設・移転が進められようとしている中で、
原子力災害に伴う長期避難者が、住まいと
暮らしの再建をする上で、その生活拠点を
形成することは課題であった。自治体ごと
避難を余儀なくされている状況下において、
自らの地方公共団体でない場所に生活の拠
点を形成しなければならなかったことから、

いわゆる「町外コミュニティ」の設置が議
論されていた。丹波は、大熊町・双葉町・
浪江町などの復興計画策定に携わったこと
から、こうした原子力災害による長期避難
者の生活拠点（「町外コミュニティ」）に
ついて調査研究を重ねた。 
(4) 災害時に「要援護者」などの「災害弱
者」になりやすい女性・外国人・障がい者・
高齢者などに対する調査と支援スキームの
構築について調査研究をすすめた。例えば、
千葉は飯舘村を含む被災地の女性たちの調
査をすすめた。さらに丹波は、災害時にお
ける高齢者の介護需要の増加要因について
福島県と協力し調査した。原子力災害によ
って被災した 15 市町村を調査した結果、要
介護認定率が高くなっており、 特に軽度と
中度の要介護認定者数が伸びていること、
受給者 1 人あたり受給費は、震災後に他の
地域よりも全体的に多くなっており、とり
わけ中度者の居宅と重度者の施設が他より
も多い傾向が見られる、などの結果が明ら
かになった。 
(5)また、災害時の避難行動にかかわる情報
や風評被害など調査研究を関谷・廣井・佐
藤慶一・佐藤達哉などが中心にすすめた。
特に、廣井は東日本大震災の調査研究をふ
まえ、将来の災害においても広域避難が想
定されることから、愛知県・三重県・岐阜
県を対象にして南海トラフ巨大地震時の
「疎開シミュレーション」を提案した。 
(6)さらに、大規模避難所の経験をふまえ、
災害時の避難所運営を要援護者配慮や人権
の視点からそのスキーム構築に天野を中心
に取り組んだ。その成果に基づき避難所運
営の教材「さすけなぶる」を開発するなど
した。 
(7)原子力災害は、自然災害のみならず人為
的災害の様相を有し、これまでの自然災害
を中心に想定した災害法制では対応が不十
分であることが明らかになった。清水は、
行政法の観点から原子力災害に伴い災害法
制のあり方について調査研究を重ねてきた。
清水は、日本の原子力行政における安全対
策法制が、緊急時の避難対策等、原子炉自
体の安全性に直結しない事項は、原子炉稼
働の要件に組み込まれておらず、原子力災
害対策が不十分なままでも原子炉の稼働が
制度上可能であることを示し、原子炉稼働
の要件が州や地方自治体の策定する避難計
画が実効的であることを NRC が認定しなけ
ればならない米国との比較研究を行った。
一方で、日本の原子力安全対策の現行制度
上の限界を有しつつも、地方自治体が住民
の生命・健康保護の観点から、「原子力安
全協定」を根拠としながら原子炉稼働の可
否に事実上の関与ができることを指摘した。 
(8)除本は原子力災害における賠償制度の
課題について精力的に研究を重ねている。
除本は、「食」「観光」「子ども」「輸出」
「コミュニティ」という 5つの角度から、
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事業者の被害が広範であり、かつ継続して
いることを明らかにし、時間の経過ととも
に、被害が収束していくと単純に仮定する
のは誤りであることを示した。その上で、
東京電力は被害実態を踏まえ、賠償の継続
を柔軟に認めるべきであることを提言した。 
(9)さらに、丹波などが参画し、原子力災害
に伴う避難者の住まいと暮らしを再建し、
新たな制度策定の提言を日本学術会議より
行った（日本学術会議・東日本大震災復興
支援委員会 福島復興支援分科会「東京電力
福島第一原子力発電所事故による長期避難
者の暮らしと住まいの再建に関する提言」
2014 年９月 30 日）。その提言では、原子
力災害による被災者の生活再建について、
1)早急に個人や家族の生活再建を図るため
に基金立て替え方式による賠償を進めるこ
と、2)帰還をする住民への支援を具体化す
ること、3)帰還を当面選択しない住民も公
平な取り扱いをすること、4) 長期避難者の
住民としての市民的権利を保障すること、
5)自治体間の広域連携を推進すること、6)
現行法制の不備を検証し改善する場を設置
することの生活再建の基本原則をしめし、 
総合的・包括的な「原子力災害対策基本法」
(仮称)の制定を提言した。この提言では、
原子力災害における復興の考えを、「複線
型復興」という形でしめした。 

 
出所：日本学術会議「東京電力福島第一原子力
発電所事故による長期避難者の暮らしと住まい
の 再建に関する提言」(2014 年 9 月 30 日発表)  
 
(10)研究成果の国際的発信には、原子力災
害を国際的教訓としていく必要から、特に
積極的に行ってきた。主な国際的発信の場
として、2013 年度はドイツ、2014 年度は国
連・アジア防災閣僚会議（タイ）、2016 年
度と 17 年度はアメリカ合衆国などで研究
成果の発表を行った。さらに、原子力災害
の研究をすすめるために、チェルノブイリ
原発跡地（ウクライナ）にも調査するなど
した。 
(11)以上のように、原子力災害における避
難者の生活再建と被災地の復興について、
総合的な共同研究を行い、共同研究の成果
の積極的な公表・発信を行ってきた。なお
共同研究のメンバーも多く参加し、『災害
対策全書 〔別冊〕「国難」となる巨大災害
に備える ～東日本大震災から得た教訓と
知見～』（ぎょうせい、2015 年）などもあ
る。 
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